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１．はじめに 

都市高速道路の対距離料金制導入が検討されてい

る．これは ETC利用による料金徴収を前提としている．
既存研究において，ETC利用を前提とした対距離料金
制導入の有効性が検証されている 1)．しかしながら，

実際には ETC非利用者が存在しており，これに応じた
料金設定の検討が課題である． 
本研究では，対距離料金制を基本設定とし，ETC非
利用者を考慮した料金設定を検討する．このような料

金設定での交通均衡状態における交通現象について実

証的に分析する．これより，ETC非利用者が残存する
場合においても，都市高速道路における対距離料金制

度導入の有効性が期待できることを示す． 
 
２．ETC利用有無を考慮した交通量推計方法の提案 

 ここでは ETC 利用有無を考慮した対距離料金設定
を行い，計算可能な交通量推計方法を提案する． 
（1）都市高速道路の料金設定 

 本研究では阪神高速道路を対象とする．阪神高速道

路の現行の均一料金圏を図-1に示す．具体的には，13
路線，全長 234km，157 入路，155 出路が供用されて
いる（平成 18年）．入路・出路には ETCブースが設置
され，ETC利用者については対距離料金制による料金
額の徴収が可能となっている．現在の都市高速道路の

ETC利用率は最大で 62%である． 
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図-1 阪神高速道路の均一料金圏 

 本研究の料金設定について述べる．各利用者の料金

設定を図-2に示す．具体的には，ETC利用者に対して
は，最低料金と最高料金を考慮した対距離料金設定と

する 1)．また，ETC非利用者に対しては現行の料金設
定およびETC利用者と同額以上となるように2段階の
料金設定を行った．  
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図-2 ETCの有無を考慮した料金設定 

このように ETC 利用有無により支払料金額が異な
るため，各利用者の経路選択行動も異なることになる． 
（2）車種別経路選択を考慮した交通量推計方法 

 ここでは，ETC利用有無により経路選択行動が異な
ることを考慮した交通量推計方法を提案する．既存研

究において，高速道路の乗継を考慮した交通量推計方

法（非加法性料金モデル）が提案されている 2)．本研

究では，これを拡張した交通量推計方法を提案する．

以下に本研究の交通量推計方法の概要を整理する． 
目的関数 
 
 

 

目的関数の第 3項は料金収入に相当する．ランプ間
交通量はランプ間ダミーリンクの交通量として算定さ

れる．ここで，車種によってランプ間料金が異なるた

め，車種別の最短経路探索が必要となる．また，リン

ク間に非対称な相互干渉はないものと仮定する．この

ため，リンクコストは，各車種別リンク交通量の合計

値に基づいて一意に算定可能である．したがって，部

分線形化法と同様に，非線形一次元探索によりリンク

交通量，ランプ間交通量を求めることが可能である． 
 以上より，車種別のランプ間料金と OD表を用いて，
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車種別に仮想リンク法による経路探索を行うことによ

り，ETC利用有無を考慮した交通量推計が可能となる． 
 
３．ETCを考慮した対距離料金設定に関する分析 
 ここでは ETC 利用有無を考慮した対距離料金設定
について，提案した交通量推計方法を用いて分析する． 

（1）推計ケースの設定 

ここでは具体的なケース設定として，ETC普及率が
上昇する場合を想定する．現在の ETC普及率 18%を基
準とし，ETC普及率が 5%づつ上昇した場合の 7ケー
スについて計算する．また，地域別の ETC普及率が異
なるため，大阪府，兵庫県，京都府の発生ゾーンにつ

いては県別のETC普及率を用いて，OD表を作成した． 
（2）ETC普及率の変化による交通現象分析 

ここでは前節で設定した 7ケースについて交通現象
分析を行う．ETC普及率の変化による高速道路の利用
台数と ETC 利用率の変化を図-3 に示す．また，各総
走行時間の変化を図-4に示す．ETC普及率の上昇にと
もなって，都市高速道路の利用台数， ETC 利用率，
総走行時間は大きくなっている．一方，都市道路網と

一般道路の総走行時間は小さくなっている．このよう

に ETC普及率が上昇した場合，対距離料金制を導入す
ると一般道路から高速道路への転換が期待できる．こ

のため，高速道路の有効活用が可能となり，一般道路

の交通混雑緩和が可能となる．  
また，高速道路の路線別 ETC利用率は，西大阪線に
おいて高い．これは道路構造上，利用可能距離が小さ

く， ETC 非利用者は高速道路利用の一般化費用が一
般道路利用より高くなるためと考えられる． 
また各種評価指標を表-1 に整理した．ここからは，

ETC 普及率の上昇により，①料金収入が小さくなる．
これは ETC 利用者の高速道路利用料金額が，ETC 非
利用者より低額であるためである．②複数回利用者は

多くなり，ほとんどの複数回利用者は ETC利用となる．
③走行時間短縮便益も大きくなる．このように，ETC
利用者による高速道路の複数回利用による効率的な経

路選択が，走行時間短縮便益の増大に寄与する． 
つぎに ETC 利用有無による高速道路利用状況を比
較する．ETC利用有無により平均支払額，平均利用距
離は大きく異なる．ETC非利用者の短距離利用は抑制
される．また ETC普及率の上昇に関係なく平均支払額，
平均利用距離はほぼ一定である．以上のことから，ETC
の有無による料金格差は，ETC普及率の上昇には関係
ない．そして，ETC 利用者と ETC 非利用者の料金設
定の相違が料金格差に影響を与えているといえる． 
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図-3 高速道路の利用台数とETC利用率の変化 
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図-4 各総走行時間の変化 

表-1 評価指標の計算結果 

 
４．おわりに 
 本研究では，ETC普及率が変化した場合の都市高速
道路における対距離料金制度導入による交通現象の傾

向を示した．以下に本研究の成果を述べる． 
① 車種別に最短経路探索を行うことにより ETC 利
用有無を考慮した交通量推計が可能となった． 

② ETC普及率に関係なく，対距離料金制を導入した
場合，走行時間短縮便益が大きい．これより，対

距離料金の導入が有効であることを示した． 
③ ETC 利用有無による料金格差は ETC 普及率に関
係なく一定である．したがって，今回の料金設定

の場合，料金格差が大きくなっている． 
また今後の課題として，ETC非利用者の料金設定と
走行時間短縮便益の関係について検討する必要がある． 
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平均支払額（円） 1,066 1,067 1,067 1,069

平均利用距離（km） 19.4 19.8 20.2 20.0非
E
T
C
車

走行時間短縮便益（万円）

E
T
C
車

料金収入（万円）

複数回利用者（台）

全体のETC普及率

複数回利用者
ETC利用率（%）

土木学会中部支部研究発表会 (2007.3)IV-040

-344-


